
41　経営資源（金銭的資源）

令和７年度 事務事業評価一覧

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

経常収支比率（％） 96.3 98.3

将来負担比率（％） 0 0

車両の取得及び廃車等の手続き案内（発送数/車両
登録台数）（％）

6 6

事務の処理削減時間（時間） 12 16

事務の処理削減時間（時間） 30 33.5

電子申告等の利用率（個人市民税）（％） 76 83

未申告調査対象者における申告率（個人市民税）
（％）

40 62

償却資産課税資料調査収集業務（件） 60 64

償却資産電子申告の利用率（％） 60 68

家屋ＡＩ判読結果による適正な課税（％） - 85

口座振替利用率（※当初納税通知書発送ベース）
（％）

30 30.01

還付未済件数（還付加算金を含む）＊市税のみ。（件） 300 267 継続5 収納課 市税収納管理事務
市税の納付方法の拡大や納税義務者の利便性を高め、収
納状況を迅速かつ正確に把握し、適正な収納業務を行うこ
とを目的とする。

・納期内納付を推奨するため、口座振替推進キャンペーンを実施し、口座振替の推進を行っ
た。
・地方税統一ＱＲコードを活用した納付の利便性を周知し、「地方税お支払サイト」の利用を
積極的に案内した。
・更正減額や重複納付の過誤納金還付事務を遅滞なく行った。
・過誤納金還付の請求が滞っている者に催告を行い、還付未済を縮減した。

106,194

継続

4 税務課
固定資産税及び都
市計画税賦課事務

地方税法第343条及び第702条の規定に基づき、固定資産
（土地、家屋及び償却資産）を所有する納税義務者に対
し、市財政における基幹税目として、納税者の理解と信頼
の確保を図りつつ、課税対象の適正な把握、公平・公正な
資産評価に基づく賦課を行い、安定した財源の確保を目
的とする。

【システム標準化】準備・検証作業を漏れなく実施し、令和7年9月に新システムへ移行した。
【賦課】登記、建築確認等に基づく現地調査に加え、航空写真を用いたＡＩ判読の活用により
課税対象を把握し、資産の評価を実施するとともに、登記等による所有権（納税義務者）の異
動処理を行う。
【未申告者対応】税務署及び保健所への調査により、償却資産未申告者を把握するとともに、
事業系家屋の調査時において課税対象になり得る資産の把握に努め、申告の慫慂を行う。
【業務効率化】評価及び賦課業務の実施に当たり、業務フローの見直しやＩＣＴの活用による
業務の効率化に努める。

186,889 継続

3 税務課 市民税賦課事務

地方税法第294条の規定に基づく個人及び法人等の納税
義務者に対し、理解と信頼の確保を図りつつ、課税対象を
適正に把握するとともに、公平・公正な課税に努め、個人
市民税及び法人市民税の賦課を行い、市財政における基
幹税目として安定した財源の確保を図ることを目的とする。

【システム標準化】準備・検証作業を漏れなく実施し、令和7年9月に新システムへ移行した。
【賦課】納税義務者からの申告や税務署等への調査により課税対象を把握して納税通知書を
送付した。
【確定申告】簡易な所得税及び個人住民税の申告会場を開設した。(来場者数：4,610人、予
約利用者：311名)
【未申告者対応】個人住民税の未申告者に対して通知を送り適正課税に努めた。
【電子申告受付】個人住民税電子申告の受付態勢を整えた。(受理件数：44件)
【業務効率化】個人住民税に係る課税資料の処理工程や法人市民税の申告書発送作業の
見直しにより業務の効率化を図った。

98,076

継続

2 税務課 諸税賦課事務

地方税法第443条及び第465条の規定に基づく軽自動車を
所有する者及び製造たばこの製造者等の納税義務者に対
し、理解と信頼の確保を図りつつ、適正な課税対象の把
握、公平・公正な課税に努め、軽自動車税及び市たばこ税
の賦課を行い、市財政における基幹税目として安定した財
源の確保を図ることを目的とする。

【システム標準化】準備・検証作業を漏れなく実施し、令和7年9月に新システムへ移行した。
【賦課】軽自動車検査協会等からの情報提供や窓口での登録・廃車・異動届出に基づき課税
データの整備を行い、軽自動車税(種別割)の納税通知書を送付した。
【ナンバープレート】不足が見込まれる種別のナンバープレートを整備した(ミニカー用100枚、
農耕車用100枚)
【業務効率化】軽自動車税に係る個別マニュアルやたばこ税の調定事務に係る作業の見直し
により業務の効率化を図った。

46,810 継続

1 財政課 財政管理事務

当初予算や補正予算をはじめとした予算関連事務のほか、
地方財政状況調査（決算統計）や地方債の借入事務など
を、計画的・効率的かつ適切に行う。また、当該事務を通じ
て、他の自治体との比較・分析を行い、当市の財政状況に
ついて広く住民に周知する。

①持続可能な財政運営を図るため、経常経費の削減や受益者負担の適正化を推進するとと
もに、3か年実施計画と連動した効率的かつ効果的な事務事業に対し重点的な予算配分を
行う。
②統一基準に基づく財務諸表について、各部署の事業執行や資産の形成及び維持におい
ての活用を目指すため、全庁的な研修等を実施し、職員のスキルアップを図る。

52,550
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41　経営資源（金銭的資源）

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

差押（件） 930 1,469

市税の収納率（％） 99.35 99.63

訴訟手続への移行を予告した滞納事案の収納率（％） 90 ‐

移管された強制徴収公債権の滞納事案に係る滞納整
理率（％）

50 94.23

継続

10 財政課
財政調整基金積立
金

市財政の健全な運営に資するため必要な財源の積立てを
行う。

標準財政規模の15％を目標額とし積立てを行う。 20,017 継続

9 財政課 利子償還金

地方債を借り入れた場合は、借入先の指定日に償還を行
う。
本事業は、金融機関等から借り入れた元金に対する利子
の償還である。

地方債を借り入れた場合は、借入先の指定日に償還を行う。 116,939

継続

8 財政課 元金償還金
地方債を借り入れた場合は、借入先の指定日に償還を行
う。
本事業は、金融機関等から借り入れた元金の償還である。

地方債を借り入れた場合は、借入先の指定日に償還を行う。 4,273,574 継続

7 収納課 債権管理事務
税外債権の適正な管理を推進することにより、市民負担の
公正性及び公平性を確保し、並びに健全な行財政運営を
図る。

①滞納処分を執行できる債権である、各所管課における強制徴収公債権の徴収事務の一部
を収納課へ移管し、市税等の徴収と併せて滞納整理を促進した。
②滞納処分を執行できない債権である、各所管課における非強制徴収公債権及び私債権の
徴収事務の一部を収納課へ移管し、納付折衝の機会を活用するなどして滞納整理を促進し
た。
③ふじみ野市債権徴収対策推進会議において、消滅時効が完成した水道料金及び徴収が
不可能と判断された、福祉資金貸付金・学校給食費・特目賃貸住宅使用料・住宅共益費・住
宅修繕費入居者負担分の放棄の適否について審議し、ふじみ野市債権管理条例に基づく
放棄を行った。

23,785

6 収納課 市税滞納整理事務
円滑な行財政運営を行なうための歳入となる自主財源を確
保するとともに、負担の公平性に対する市民からの信頼を
得るため、収入未済額の圧縮及び収納率の向上を図る。

・滞納発生防止策として、納期限のお知らせや納期内納付を市報やホームページ、液晶掲示
板でPRした。
・督促状発送者を対象にSMSを実施した。
・休日収納、休日納税相談の開設。
・封筒のデザイン、納付書同封、文面など工夫し実施した。
・滞納整理について早期着手し、差押処分、執行停止を強化し取組んだ。
・県内全市町村で10月から12月を滞納整理強化期間と設定し滞納処分の強化を図った。

68,044 拡充
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41　経営資源（金銭的資源）

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

継続15 公園緑地課 緑の基金積立金
身近な地域の森林整備等の推進により、さまざまな「森づく
り・人づくり」活動の活性化を図る。

基金に預金利子の積み立てを行った。 865

継続

14 環境課
環境整備基金積立
金

集積所等から収集した資源物を売却した収益、寄附金（ふ
るさと納税寄附金）及び当該積立金利子を財源として環境
整備基金に積み立てを行っている。積み立てた基金は、ご
み処理施設の整備、ごみの減量化及び資源化並びに環境
学習に関する事業の財源として活用を図る。

令和7年4月～令和8年2月までの資源物売却収入、ふるさと納税寄附金及び当該積立金利
子を令和8年3月に、令和8年3月の同収入を同年5月に環境整備基金に積立てを行う。
①資源物売却収入（R7.4-R8.2）:6,6106,139円、（R8.3）:（R8.4に金額確定）②ふるさと納税寄
附金: 1,000,000円③廃棄物協力処理負担金（R7.4-R8.2）:52,163,475円、（R8.3）:（R8.4に金
額確定）
④基金運用利子:5,137,430円⑤環境分野等への寄付金：500,000円⑥容量拠出金収入：
2,278,642円
●合計:127,185,686円
また、環境センター管理運営業務委託料、エコラボフェスタ・環境学習等運営支援業務委託
料の財源として32,287,289円を取り崩し、活用した。

138,639 拡充

13 地域福祉課
いきいき福祉基金積
立金

障害者、高齢者、ひとり親家庭、児童等の福祉の向上及び
健康の維持増進に資するため、基金を設置する。

福祉関係寄附3件（485,974円）をいきいき福祉基金へ積立を行った。 1,379

継続

12 財政課
公共施設整備基金
積立金

公共施設の総合的かつ計画的な整備及び改修に関する
事業に要する経費の財源に充てるため設置された本基金
について、必要な積立てを行う。

3か年実施計画による公共施設の整備事業等の額を目標とし積立てを行う。 1,609,736 継続

11 財政課 減債基金積立金
市債の償還に必要な財源を確保し、もって将来にわたる市
財政の健全な運営に資するため、基金の積立てを行う。

公債費の一般財源負担額が基準年度（平成27年度)を超える今後10年間の合計額を目標額
として積立てを行う。

109,005
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41　経営資源（金銭的資源）

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

口座振替利用率（当初納税通知書発送ベース）（％） 48 47.8

差押（件） 550 948

国民健康保険税の収納率（％） 86 93.64

口座振替利用率（※当初納付額通知書発送ベース）
（％）

58.5 60.19

拡充

20 収納課
保険料収納管理事
務

後期高齢者医療保険料の納付方法拡大を検討し、納付義
務者の利便性を高め、収納状況を迅速かつ正確に把握し
適正な収納業務を行うことを目的とする。

・納期内納付を推進するため、75歳到達者に向けて口座振替推進チラシの送付を行った 4,360 継続

19 収納課
保険税滞納整理事
務

保険事業を運営するための財源を確保するとともに、負担
の公平性に対する市民からの信頼を得るため、収入未済
額の圧縮及び収納率の向上を図る。

・滞納発生防止策として、納期限のお知らせや納期内納付を市報やホームページ、液晶掲示
板でPRした。
・督促状発送者を対象にSMSを実施した。
・休日収納、休日納税相談の開設。
・封筒のデザイン、納付書同封、文面など工夫し実施した。
・滞納整理について早期着手し、差押処分、執行停止を強化し取組んだ。
・県内全市町村で10月から12月を滞納整理強化期間と設定し滞納処分の強化を図った。

47,791

継続

18 収納課
保険税収納管理事
務

国民健康保険税の納付方法拡大を検討し、納税義務者の
利便性を高め、収納状況を迅速かつ正確に把握し適正な
収納業務を行うことを目的とする。

・納期内納付を推奨するため、口座振替推進キャンペーンを実施し、口座振替の推進を図っ
た。
・地方税統一ＱＲコードを活用した納付の利便性を周知し、「地方税お支払サイト」の利用を
積極的に案内した。
・過誤納金還付の請求が滞っている者に催告を行い、還付未済を縮減した。

13,751 継続

17 財政課 予備費
地方自治法に定める予備費の予算措置をし、予算措置の
暇のない緊急やむを得ない経費の支出に対応する。

必要と認める予算外の支出又は予算超過の支出に予備費を充当する。 85

16 経営戦略室
地域振興基金積立
金

合併特例債を活用して、市民の連帯の強化又は地域振興
を図るための事業の財源として地域振興基金を設け、新市
町の一体感の醸成に資する事業や旧市町の単位の地域
の振興を図る。

地域振興基金の預金利子、債券運用利子及び20周年記念事業クラウドファンディングによる
寄附の積み立てを次のとおり行った。
利子（預金分）　　　　　　610,921円
利子（債券分）　　　　　9,659,000円
クラウドファンディング　   20,000円
合計　　　　　　　　　 10,289,921円
また、令和7年度基金繰入金においては、45,877,496円を各種20周年記念事業、文化施設
管理運営事業の財源として活用した。

11,979 継続
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41　経営資源（金銭的資源）

No. 所管課名 事務事業名 事務事業の目的 令和７年度の主な取組
支出合計
（千円）

指標名（単位） 目標値 実績値
中長期的方

向性

差押（件） 15 31

後期高齢者医療保険料の収納率（％） 99 99.87

口座振替利用率（当初納付額通知書発送ベース）
（％）

38.5 38.58

差押（件） 15 94

介護保険料の収納率（％） 99 99.7 拡充23 収納課
保険料滞納整理事
務（介護）

介護保険制度を運営するための財源を確保するとともに、
負担の公平性に対する市民からの信頼を得るため、収入
未済額の圧縮及び収納率の向上を図る。

・滞納発生防止策として、納期限のお知らせや納期内納付を市報やホームページ、液晶掲示
板でPRした。
・督促状発送者を対象にSMSを実施した。
・休日収納、休日納税相談の開設。
・封筒のデザイン、納付書同封、文面など工夫し実施した。
・滞納整理について早期着手し、差押処分、執行停止を強化し取組んだ。
・県内全市町村で10月から12月を滞納整理強化期間と設定し滞納処分の強化を図った。

1,960

拡充

22 収納課
保険料収納管理事
務（介護）

介護保険料の納付方法拡大を検討し、納付義務者の利便
性を高め、収納状況を迅速かつ正確に把握し適正な収納
業務を行うことを目的とする。

・納期内納付を推進するため、口座振替の推進を行った。
・更正減額や重複納付の過誤納金還付事務を遅滞なく行った。
・過誤納金還付の請求が滞っている対象者に還付催告を行った。

4,702 継続

21 収納課
保険料滞納整理事
務

後期高齢者医療保険事業を運営するための財源を確保す
るとともに、負担の公平性に対する市民からの信頼を得るた
め、収入未済額の圧縮及び収納率の向上を図る。

・滞納発生防止策として、納期限のお知らせや納期内納付を市報やホームページ、液晶掲示
板でPRした。
・督促状発送者を対象にSMSを実施した。
・休日収納、休日納税相談の開設。
・封筒のデザイン、納付書同封、文面など工夫し実施した。
・滞納整理について早期着手し、差押処分、執行停止を強化し取組んだ。
・県内全市町村で10月から12月を滞納整理強化期間と設定し滞納処分の強化を図った。

1,970
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